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が報告された。専門委員会が月2
～3回のペースで開催され、実施
機関の認定及び取り消し、試験官
の指名、検定実施要領や細則の改
訂等が行われたこと、また、試験問
題作成部会では、今回は特に試験
問題の充実のためにビジネスメー
ルに関する問題が作成されたこと
を伝えた。
　さらに、指導者級養成講座が2
月と8月に開催され24名が合格。
累計178名の合格者となったこと
が報告された。同時に、1～3級の
検定について月別の受験者数と合
格者数と共に、特に3級の伸びが
大きく、就職活動のための受験や、
企業内での導入が増加しているこ
と等が報告された。
　その他、最近の受験動向として
12月に2級の受験者としては今年

「もしもし検定」の更なる
普及・拡大に向けて
　第5回電話応対技能検定委員会
（以下、委員会）では、5つの議案に
ついて審議された（右記参照）。

「電話応対技能検定実施機関の
認定及び認定取り消しについて」
1.

　実施機関の認定等では、申請の
あった12機関を電話応対技能検
定専門委員会で認定したこと、ま
た、認定返上の申請のあった2機
関について専門委員会で認定を取
り消したことが報告され、委員会
はこれを追認した。

「電話応対技能検定専門委員の
委嘱について」
2.

　専門委員の委託については、5
名全員の再任が承認された。その
上で、受講者数の増加に対応して、
今後は専門委員の増員を検討すべ
きではないかといった意見が、委
員から出された。

「電話応対技能検定の
実施状況報告」
3.

　日本電信電話ユーザ協会事務局
より「もしもし検定」の活動の概略

最高の188名を数え、3級から2級へ
というステップアップの流れが顕
著になってきたことも紹介された。

「電話応対技能検定委員会規定
について」
4.

　日本電信電話ユーザ協会の公益
財団法人への移行申請が昨年10
月に行われ、2012年4月1日に移
行の予定であることを踏まえた規
定の見直しについて、来月3月の
理事会で承認を得る予定であるこ
とが報告された。具体的には、委
員会規定について役割の明確化、
委員の構成、事務局の設置、会の運
営や報酬に関する規定等を盛りこ
んだもので、委員の間からは条文
についての意見、提案があり、それ
を反映させた規定を作成すること
を前提に議案は了承された。

「第5回電話応対技能検定委員会」をレポート3.

特　集

1、「電話応対技能検定実施機関の認定及び認定取り消しについて（追認）」

2、「電話応対技能検定専門委員の委嘱について」

3、「電話応対技能検定の実施状況報告」

4、「電話応対技能検定委員会規定について」

5、「若者へのコミュニケーション実態アンケート調査」

第5回電話応対技能検定委員会で話し合われた議案

今月の特集

社会の認知度が大幅に向上してきている「もしもし検定」は、1～3
級の累計の合格者数が4,315名に達した（2011年12月末現在）。
指導者級養成講座も8回実施され、累計178名の合格者を出して
いる。これまでの実績は、電話応対技能検定委員によって定期的
な話し合いがもたれ、新たな取り組みが行われてきた結果だ。こ
こでは、2011年12月2日（金）に開催された「第5回電話応対技能
検定委員会」の模様をレポートする。1年間の総括と今後の課題
や取り組みに関する議論や決定事項を報告する。
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「若者へのコミュニケーション
実態アンケート調査」
5.

　前述の通り、日本電信電話ユー
ザ協会では転職情報サイトの運営
等を行う株式会社マイナビと提携
し、同社のサイト上に「もしもし検
定 トライアル版」を掲載した。
　同時に、若者のコミュニケーシ
ョン実態アンケートを行い、電話
応対等コミュニケーション教育の
ニーズの把握に努めた。この取り
組みとともに、来年度以降は企業
内の意識調査も実施したい旨、事
務局より報告された。

「もしもし検定」3年間
の総括
　5つの議案の討議が終わった
後、「電話応対技能検定専門委員
会」の岡部達昭委員長が、「もしも
し検定」スタートから3年間の総
括を行った。「日本語とマナーに
は絶対の正解がない中で、問題作
成等にどう対応するのか。当初は
不安も大きかったものの、各分野
の専門家である委員の努力によっ
て、現在では電話を通して正しく
美しい日本語を伝えたいという統
一した意志のもと、円滑な運営が
行われています。もしもし検定は
あくまでもツールであり、それを

通して物の考え方、生き方、人間性
等を養うのが目的です。今後は、
再教育等によって指導者のレベル
を合わせることに加え、「電話応対
コンクール」「企業電話応対コンテ
スト」と一体で取り組みたいと思
います」という話があった。
　その他にも、検定をめぐる現在
の状況について各委員から意見が
出された。
　最近のテレビや日常会話におけ
る日本語の傾向、正しい日本語を
伝えることの難しさ等、電話応対
に限らず日本語やコミュニケーシ
ョン全般に関する幅広い議論が行
われた。これらの課題等は今後の
取り組みに生かされる予定だ。

コミュニケーション全般の指針となる「もしもし検定」4.

電話応対技能検定（もしもし検定）

　ここまで紹介してきたように、企
業において「もしもし検定」に取り
組むことは、電話応対を含むコミュ
ニケーション全般についてのスキ
ル向上や個々人の心の持ち様に良
い影響を与えることに繋がる。
　検定を行う中で浮き彫りになっ
てきたのは、“心”についての教育
が重要だという点だ。先の委員会
でも「指導者等の再教育にあたっ
ては、話し方の技術だけでなく精

神的な面の教育の必要性を感じる
ことがある」「コンクール等の審査
でも“心”を評価するのが難しい」
といった意見が挙げられた。更に
“思いやり”を伝えることの大切さ
やノンバーバル（非言語）のコミュ
ニケーション手段の重要性につい
て話し合われており、その点から
も「もしもし検定」はこれまで以上
に幅広い分野でのスキルアップを
サポートすることがこれからの役

割となることが明らかだ。更に、
中国からの留学生や視覚障がい者
が「もしもし検定」を受験している
ことや、東日本大震災後の復興の
中で「もしもし検定」のニーズが高
まっていること等、その利用シー
ンは広がりつつある。
　企業としてコミュニケーション
力の底上げを検討する際には、ま
ず本検定の導入を考えてみてはい
かがだろうか。 
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